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１．研究の背景と仮説（第 1章～第 3章）

（１）マーケティングコミュニケーションにおける文化差

グローバルマーケティングにおいて、製品やブランドの価値を、いかにして

文化を越えて訴求していくかという問題は非常に重要である（Usunier &Lee, 

2013; 田中 , 2017; 朴 , 2012）。かつてはマーケティング施策を全世界で統一

する標準化戦略が注目を集めたが (e.g. Levitt, 1983)、近年では、消費者の

価値観や生活様式の多様化を背景として、製品やブランドコンセプトなど一部

を標準化しつつも、コミュニケーションでは現地適応戦略を採用するグローバ

ル企業が多い（Kotabe & Helsen, 2016; 田中 , 2017）。

広告の現地適応で考慮すべき最も重要な要因は各国の文化差である（De 

Mooji, 2019）。文化とは、ある集団内で共有された行動様式や価値観を意味す

る。文化差については、文化人類学や心理学をはじめ様々な分野で研究が積み

重ねられている。例えば、Hofstede (1980) の国民文化の次元（権力格差、集

団主義 /個人主義、不確実性回避傾向など）やコミュニケーションの高コンテ

クスト / 低コンテクスト (Hall, 1976) の概念は、マーケティング研究でもし

ばしば応用されてきた。その他、相互独立 / 協調的自己観 （Markus & 

Kitayama, 1991）、包括的 /分析的認知傾向（Masuda & Nisbett, 2001）、垂直

/ 水平文化（Shavitt et al., 2006）、寛容 / 厳格文化（Gelfand et al., 

2011）の研究など、近年も次々と新しい文化差が提唱されている。

広告は現地の文化的価値観や思考様式に合わせて「文化適合」することによ

り、消費者から好意的に受け入れられる（Li et al., 2017）。たとえば、日本

は集団主義文化であるため、競合他社を否定して集団の和を乱す比較広告は好

まれない（De Mooij, 2019）。権力格差の小さいアメリカでは、広告に登場す

る著名人は専門性や個人的成功に基づいて起用することが好ましいが、権力格

差の大きいインドでは、社会的地位や魅力的な容姿を持った著名人が感情的な

訴求を行うと効果が高い（Biswas et al., 2009）。

（２）グローバルマーケティングと言語

言語は文化の中核である （Schmitt et al., 1994）。本研究は、グローバル

広告の効果を左右する文化差のひとつとして、「言語」の役割に注目した。グロー

バルマーケティング研究において、言語の問題は、主に現地適応上の困難さに

関連して研究されてきた。海外進出の際には、多くの場合、製品名や広告表現
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などを原産国の言語から現地語に翻訳する。しかし、言語によって適切な訳語

が存在しないことや、同一の単語が持つ象徴的意味が異なることも多い。たと

えば、アングロサクソン系言語では「純潔」を意味する白は、中国では「死」

を連想させる（Aslam, 2006）。ユーモア広告は文化によってはタブーに触れる

こともある（Eisend, 2009）。これらは文化の影響でマーケティングメッセー

ジが意図していない方向へゆがめられてしまう可能性に言及したものであっ

た。しかし本研究は、このような言語の「意味や解釈」の問題に注目するので

はなく、新しい視点として、言語の「文法」の違いが広告効果に与える影響に

焦点を当てた。

（３）言語と認知の関連性

言語学や文化人類学、心理学など分野では、言語と人の認知様式に深い関係

性があることはよく知られている（南 , 2009）。Sapir-Whorf 仮説（言語相対

性仮説 ; Whorf, 1956）は、言語がその使用者の思考と世界観を規定している

と提唱した。例えば Kashima & Kashima (1998) は、英語のように人称代名詞

の主格（“I”や“You”）が文章内に必須である言語と、日本語やスペイン語の

ように必ずしも主格が必要ない言語（pronoun drop 言語）を比べると、前者

の方が動作の主体である人物に注目が行きやすく、個人主義文化になりやすい

と指摘した。Schmitt et al. (1994) は、表意文字である中国語の話者は物事

を視覚的に記憶する傾向があり、表音文字である英語などのアルファベット言

語の話者は音声で情報が提示された場合に記憶が優れることを明らかにしてい

る。

（４）語順による世界言語の分類―主要部前置型と主要部後置型

言語類型学（linguistic typology）では、世界の言語は語順によって「主

要部前置型（head-initial）」と「主要部後置型 (head-final)」に分類される

(Greenberg, 1963)。文章において、具体性を伴って文意を特定する主要部は

動詞（Verb）である（松本 , 2006）。主要部前置型の言語（例：英語、中国語）

は、動詞が構文内で早めに提示されて後続の修飾部の意味を特定するのに対し、

主要部後置型の言語（例：日本語、トルコ語）では修飾部の意味が文章の最後

で動詞によって特定される。例えば、主要部後置型の日本語の例文「私は昨日、

横浜駅から徒歩 5 分の所に新しくオープンしたショッピングセンターに行っ
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た」における主要部（動詞）は「行った」である。目的語の「ショッピングセ

ンター」は、「行った」という動詞が言及されて初めて「行き先」として意味

が特定される。一方で、同文を英訳すると次の通りである。

I visited a newly-opened shopping mall located about 5-minute walk 

from the Yokohama station yesterday.

動詞 visited が主語（subject）のすぐ後に提示され、後続の修飾部の意味

の曖昧さを低減させている。

世界の言語を見渡すと、話し手の人口が 1千万人以上いる言語の中では主要

部前置型が 7 割近くを占め、主要部後置型は少数派である（松本 , 2016）。た

だし、話し手人口の少ない言語も含めると、主要部前置型と後置型の割合はほ

ぼ等しい（表 1）。

表㸯 ୡ⏺のゝㄒのศ㢮 (Dryer, 2013 をࡶとにⴭ者సᡂ) 

 

ゝㄒの ゝㄒᩘ

Subject-verb-object (SVO) ⱥㄒ 488 35%

Verb-subject-object (VSO) アイࣝࣛンࢻㄒ 95 7%

Verb-object-subject (VOS) スࣛࢺ࣐ㄒ 25 2%

Subject-object-verb (SOV) ᪥ᮏㄒ 564 41%

Object-verb-subject (OVS) ㄒࣈࣜ࢝ 11 1%

Object-subject-verb (OSV) ジࣝㄒࣛࣈ 4 0%

その 189 14%

ྜィ 1376 100%

せ㒊ᚋ⨨ᆺ

せ㒊๓⨨ᆺ 44%

42%

イプࢱゝㄒࠉࠉ ྜ

表１　世界の言語の分類 (Dryer, 2013 をもとに著者作成 )

（５）ズームイン /ズームアウト言語とズームイン /ズームアウト型認知

言語と認知の関係性については数多くの先行研究があるが、主要部前置 /後

置型という基本文法の「語順」が認知に与える影響についての研究はあまりな

い。例外として、鍋倉 (1997) と江原 (2015) がある。鍋倉 (1997) は、日英バ

イリンガルを対象とした実験を実施し、様々な状況を英語あるいは日本語で提

示して反応を比較した。その結果、日本語で状況を提示された場合には内罰的

（私が悪い）な反応を示す者が多く、英語で状況を提示した時には外罰的（相

手が悪い）な反応を示す者が多かった。江原 (2015) は世界の 178 の地域の自

殺率と他殺率を調べ、主要部後置型言語（例：日本語）の国では自殺が、主要

部前置型言語（例：英語）の国では他殺が多いことを明らかにした。この結果
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は、母語の語順が思考様式に影響を与え、内罰的（自殺）あるいは外罰的（他

殺）なパーソナリティをもたらしていると考察されている。

すでに述べた通り、主要部前置型言語とは具体的で特定的な部分（主要部）

を先出しする語順を基本文法とし、主要部後置型は文章の最後で主要部に言及

して文意を特定する。例えば英語では、自己紹介の語順は、‟I’m Ken Sato, 

the senior manager of marketing, XX company in Dallas, Texas, the 

United States.”( 名→姓→役職→会社名→町→州→国 ) となる。一方、主要

部後置型の日本語では「米国はテキサス州ダラスにある XX 会社で営業部長を

務めております、佐藤ケンです」(国→州→町→会社→役職→姓→名 )となる。

これを頭の中で地図を思い浮かべながら視覚的に反芻すると、英語は、具体的

かつ特定的な情報（人物名）から、組織の名前や住所などの大局的な情報へと

ズームアウトする動きが感じられる。一方で、日本語の場合は、アメリカのテ

キサス州の地図が徐々にズームアップされて佐藤ケンという人物にズームイン

していく。このような言語的な特徴について、柴田 (2015) は、主要部前置型

の言語にみられる思考様式をズームアウト型認知、主要部後置型の言語に見ら

れる思考様式をズームイン型認知と名付けた。

本研究では、主要部前置型言語を「ズームアウト型言語」、主要部後置型言

語を「ズームイン型言語」と表記する。そして、ズームアウト言語の話者は、

新規の対象に対してまず特定的な情報に注目し、そこから徐々に大局的な情報

へ焦点を移すズームアウト型思考様式を持ち、一方で、ズームイン言語の話者

は、まず大局的な情報を知ってから徐々に特定的情報へ焦点を移すズームイン

型思考様式を持つと想定した。

（６）本研究の仮説－処理流暢性と好意的態度

人は、平素から接触回数の多い見慣れた刺激に対して主観的に情報処理のし

やすさを経験し、「見やすい」「わかりやすい」という感覚を持つ。これを処理

流暢性（processing fluency）という（Schwarz, 2004）。例えば、消費者は

Nike、Prada、トヨタなどの著名なブランド名に対して、聞いたことのないブ

ランド名よりも処理流暢性が高い（Graf et al., 2018）。同様に、普段からズー

ムアウト型言語を用いている人はズームアウト型の認知様式を、ズームイン型

言語を用いている人はズームイン型の認知様式を常に用いていることから、言

語タイプ（ズームイン /ズームアウト）に一致した情報提示をされると処理流
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暢性が高くなるだろうと予測される。そこで、以下の通り、仮説１を立てた。

仮説１　ズームイン言語を話す消費者はズームイン提示、ズームアウト言

語を話す消費者はズームアウト提示に対して、見やすい、わかりやすいと

感じる（＝処理流暢性が高い）。

単純接触効果（Zajonc, 1968）として知られる通り、繰り返しの接触によっ

て処理流暢性が高まると、処理流暢性が低い時と比べて、その対象に対して好

意的な態度が形成される。したがって、言語タイプと一致する視覚表現に対し

て消費者は処理流暢性を知覚し、それが対象への好意的態度を形成することに

つながると予測を立てた。

仮説２　言語タイプ（ズームイン /ズームアウト型）と視覚表現（ズーム

イン /ズームアウト提示）の一致がもたらす製品への好意的態度は、処理

流暢性によって媒介される。

本研究の仮説を図１として示した。この２つの仮説の内容を、本研究は「認

知順序理論」（Cognitive Order Theory）と名付け、広告動画やウェブサイト

記事などの視覚的表現を題材とした 5つの実験によって、理論の検討を行った。

図㸯 ㄆ知㡰ᗎ理ㄽのᴫᛕ図

視覚表現（ズームイン vs. ズームアウト）と

言語タイプ（ズームイン vs. ズームアウト）

の一致

製品への

好意的態度

処理流暢性

（見やすい、わかりやすい）

仮説１

（研究１～３）

仮説２

（研究４～５）

図１　認知順序理論の概念図

（７）包括的 /分析的認知傾向と製品関与の効果について

本研究に関わる重要な変数として、「包括的 / 分析的認知傾向」と「製品へ

の関与」がある。包括的 /分析的認知傾向とは、対象への注意の向け方の文化

差である。東洋人は物事の文脈や背景情報に注目しやすく、西洋人は関心の対

象だけに注目しやすい傾向がある（Masuda & Nisbett, 2001）。研究結果の代

替説明となる可能性があったため、次項で示す全ての実験において包括的 /分
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析的認知傾向を測定し、これを共変量とした共分散分析を実施することで、本

実験の結果に有意な影響を与えていないことを確認した。

また、製品への関与が高いことで、広告の情報処理が大きな影響を受け、言

語による効果を調整する可能性も考えられた。そこで、実験においては製品へ

の関与も測定し、仮説との関連を検討した。ほぼすべての実験で関与は有意な

影響がないことが分かったが、研究４の高関与群においては一部仮説が支持さ

れなかった。したがって、超高関与層においては、ズームイン /ズームアウト

認知傾向とは関係なく製品評価が行われる可能性が示唆された。

２．仮説１の検討：研究１～３（第 4章～第 6章）

まず３つの実験を実施して仮説１の検討をおこなった。いずれもオンライン

上でズームイン / ズームアウト提示の動画あるいは写真を実験参加者に示し、

処理流暢性（「見やすい」「わかりやすい」）の観点から評価してもらった。

（１）実験１：動画の選好に対する言語の影響

実験参加者およびデザイン：実験デザインは、言語タイプ（ズームイン型言

語 vs. ズームアウト型言語 ; 参加者間要因）×視覚表現（ズームイン提示

vs. ズームアウト提示 ; 参加者内要因）であった。実験参加者は、マイボイ

ス株式会社の調査パネル 399 名（平均年齢 44.84 歳、米国在住 203 名、日本

図２ 研究１で用いられた動画（左：ズームイン動画、右：ズームアウト動画）

図２　研究１で用いられた動画（左：ズームイン動画、右：ズームアウト動画）
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在住 196 名）であった。

実験手続き：　実験参加者にスニーカーを映したズームインおよびズームア

ウト動画（図２）を両方提示し、「わかりやすい」と感じる方を選択してもらっ

た（提示順はカウンターバランスした）。

結果：χ2 検定の結果、ズームアウト動画を母語とする人はズームアウト動

画を、ズームイン言語を母語とする人はズームイン動画を「わかりやすい」

動画として選択する率が高かった。したがって仮説１は支持された。

図㸱ࠉズームインあるいࡣズームアࢺ࢘動⏬をࢃࠕりࡸすいࠖとして㑅ᢥしࡓ人ᩘ
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140

ズームアウトѣဒ ズームインѣဒ

ズームアウト言語

（ᒍ語˂）

ズームイン言語

（ଐஜ語˂）

Ӌьᎍの語

図３　ズームインあるいはズームアウト動画を「わかりやすい」として選択した人数

（２）実験２：多国籍の留学生および海外就学経験者を対象とした検討

多くの場合、母語が異なることは、同時に出身国や居住国が異なることを意

味するため、言語の影響と居住地域の文化の影響を切り分けて検討する必要が

ある。そこで研究２においては、実験参加者が特定の国の出身、特定の言語を

母語とする者に偏ることがないよう、多国籍の留学生と海外就学経験者を実験

参加者とした。

実験参加者およびデザイン：実験デザインは、言語タイプ（ズームイン言語

vs ズームアウト言語）×　視覚表現（ズームイン提示 vs ズームアウト提示）

の 2 要因参加者間要因であった。対象者は 86 名の上智大学国際教養学部生

（平均年齢 20.38 歳）であり、うち、母語がズームアウト言語（英語、フラ

ンス語、ドイツ語、タイ語、中国語など）の学生が 48 名、母語がズームイ

ン言語（日本語、韓国語、トルコ語）の学生が 38 名であった。
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実験手続き：ズームインあるいはズームアウト順の連続写真（図４）を見た

後、処理流暢性の尺度に回答した。

図㸲ࠉ◊✲㸰でᥦ♧しࡓ㸱ᯛの┿（ᕥ㸸ズームインᥦ♧、ྑ㸸ズームアࢺ࢘ᥦ♧）図４　研究２で提示した３枚の写真（左：ズームイン提示、右：ズームアウト提示）

結果：「処理流暢性」得点に対して言語タイプ×視覚的表現の２要因分散分

析を実施した結果、交互作用が有意となった。言語と視覚表現のズームイン

/ ズームアウトが一致する場合に処理流暢性が高かった。よって仮説１は支

持された。

図㸳ࠉどぬⓗ表現（ズームインYVズームアࢺ࢘）にࡼるฎ理ὶᬸᛶのᕪ（◊✲㸰）

4

4.5

5

5.5

6

6.5

ズームアウト੩ᅆ ズームイン੩ᅆ

ズームアウト言語

ズームイン言語

Ӌьᎍの語

図５　視覚的表現（ズームインvsズームアウト）による処理流暢性の差（研究２）

（３ ）研究３：使用言語の影響についての検討－日英両語に堪能な学生を対象

として

　研究１および２では、いずれも母語が認知に与える影響を検討した。研究
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３では、この影響力は母語だけが持ち得る効果なのか、あるいは、複数言語に

堪能な者においては「いま使用中の言語」によって認知的選好が切り替わるの

かを検討した。

実験参加者およびデザイン：実験デザインは研究２に同じ。実験参加者は

115 名の日本語と英語に堪能な上智大学生（平均年齢 20.56 歳、男性 51 名、

女性 64 名）であった。

実験手続き：実験は２セクションに分かれていた。第１セクションでは、文

章完成課題を用いて実験参加者の使用言語を操作した。ズームイン言語条件

の参加者には日本語、ズームアウト言語条件の参加者には英語の課題を配布

し、単語の順序を入れ替えて文章を完成するように求めた（この手続きによ

り、頭の中で、ズームインあるいはズームアウト言語が活性化した状態とな

る）。第２セクションでは、架空のウェブサイト記事（図６）を読み、処理

流暢性の尺度（研究２と同じ）に回答した。

結果：研究２と同様の分析を実施した結果、仮説１は支持された。

３．仮説２の検討：研究４～５（第 7章～第 8章）

研究４および５では、仮説２を検討した。処理流暢性に加えて製品態度も測

定し、言語タイプと視覚的表現のズームイン /ズームアウトの一致が、処理流

暢性を媒介して製品への好意的態度につながることを示した。

（１）研究４：言語タイプが好意的態度の形成に及ぼす影響

実験参加者およびデザイン：言語タイプ（ズームイン言語 vs ズームアウト

言語）×視覚表現（ズームイン提示 vs ズームアウト提示）の 2 要因参加者

間要因であった。マイボイス株式会社の調査パネル242名（平均年齢44.25歳、

米国在住 122 名、日本在住 120 名）が参加した。

実験手続き：架空のウェブサイト記事（図６と同じもの。ただし、ズームア

ウト条件では英訳版）を提示し、処理流暢性と製品態度の尺度に回答しても

らった。
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図６　研究３で提示したウェブサイトの記事

ズームイン提示 ズームアウト提示

図６　研究３で提示したウェブサイトの記事
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処理流暢性の分析：文化による回答傾向のバイアスに対応するため、国ごと

に標準化した z 得点を分析に用いた。「処理流暢性」得点に対して、言語タ

イプ×視覚的表現の２要因分散分析を実施した結果、交互作用が有意となっ

た。言語タイプと視覚的表現が一致する場合に処理流暢性が高かった。

仮説２の検討（好意的態度の分析）：好意的態度を被説明変数、言語タイプ

と視覚的表現の一致不一致を説明変数、処理流暢性を媒介変数とする媒介分

析を実施した。その結果、言語タイプと視覚的表現の一致が処理流暢性を介

して製品への好意的態度に影響を与えるという間接効果が有意となった。し

たがって、仮説２は支持された。

図７ 言語タイプと視覚的表現による処理流暢性の差異（z 得点）（研究４）
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図７　言語タイプと視覚的表現による処理流暢性の差異（z得点）（研究４）

注 1 ：図中の値は標準化係数（β）を表す。

注 2： * * 1 % 水準、 * 5% 水準、† 1 0 % 水準で有意。

図㸶 処理流暢性による好意的態度の媒介モデル（研究４）
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図８　処理流暢性による好意的態度の媒介モデル（研究４）
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（２ ）研究５：言語タイプが好意的態度の形成に及ぼす影響－６か国のデータ

を用いた検討

研究１～４では、ズームイン言語として主に日本語、ズームアウト言語とし

て主に英語を対象としており、実験の実施国も日本と米国のみであった。そこ

で研究５では、英国、ドイツ、フランス、中国、韓国、日本の 6か国を対象と

して追試を行った。

実験参加者およびデザイン：実験デザインは研究４に同じ。実験参加者は、

株式会社マクロミルおよび Prolific の調査パネルより 622 名（平均年齢

41.05 歳、英国 102 名、ドイツ 104 名、フランス 104 名、中国 104 名、韓国

104 名、日本 104 名）であった。英語、ドイツ語、フランス語、中国語はズー

ムアウト型言語、韓国語と日本語はズームアウト言語である。

実験手続き：実験参加者は、ズームインあるいはズームアウト動画（図９）

のいずれか一方を見た後、処理流暢性と製品態度の尺度に回答した。

結果：６か国のデータに関して研究４と同様の分析を実施した結果、製品へ

の好意的態度に対する処理流暢性の媒介モデルが有意となり、仮説２は支持

された。

図㸷 ◊✲㸳でᥦ♧しࡓ動⏬（ᕥ㸸ズームイン動⏬、ྑ㸸ズームアࢺ࢘動⏬）
図９　研究５で提示した動画（左：ズームイン動画、右：ズームアウト動画）
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４．総合考察（第 9章）

５つの実験結果は一貫して本研究の２つの仮説を支持し、「認知順序理論」

の妥当性を示唆した。本研究は、言語が人の認知様式を規定し、日常的に接触

する様々な情報の処理流暢性および好意的態度に影響を与えていることを解明

した。言語と認知の関連性については、言語学、文化人類学、心理学など様々

な分野で長年の研究課題となっており、本研究の知見は、マーケティングや消

費者行動研究のみならず、広い研究分野に学術的貢献があるものと思われる。

また、グローバル広告の実務に対しても、言語によるズームイン /ズームアウ

ト型認知という新しい文化差変数を導入し、言語タイプに一致する広告表現が

有効であることを示すことによって、マーケティングコミュニケーションの現

地適応の重要性を補強した。
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